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 2-1-1 試験体形状 

























































































(a). 柱梁接合部の曲げ破壊機構について [1-3] 
 塩原らは鉄筋コンクリート造柱梁接合部の新たな破壊機構を提案した。従来の接合部は














図 1-1 9 自由度モデル概略 
 



























































験体の耐力を比較すると、柱軸力を 3 倍とすることで耐力が 1 割増大し、横補強筋量を 2
倍程度とすることでさらに 1 割増大した。柱に高圧縮軸力を載荷することで梁主筋の定着
性能が改善された。繰り返し載荷により接合部がせん断破壊した後、柱軸力を漸増させた








を 1未満とした試験体 1 体、接合部せん断余裕度を 1 以上とした試験体 2 体の計 3 体であ
る。接合部せん断余裕度を 1 以上とした試験体において梁主筋径をそれぞれ変えている。
平面試験体も同様の変数で 3 体の試験体を用いた。 
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図 2-1、2-2 に試験体配筋図および形状を示す。試験体は立体隅柱梁部分架構試験体 2 体
と平面ト形柱梁部分架構試験体 1 体の計 3 体である。立体試験体の配筋は共通で、平面試
験体は立体試験体の東西方向と同じである。試験体は低層鉄筋コンクリート建物の 1 階に
おける隅柱梁接合部の柱および梁中央の反曲点位置で切り出し、縮尺を 1/2 としたものであ
る。コンクリートの呼び強度は 36N/mm2、柱断面は 350×350mm、梁断面は 250×400mm
である。柱芯から梁支持点までの距離は 1600mm、梁芯から上下柱の支持点まではそれぞ
れ 1200mm である。梁主筋は柱梁接合部内に定着板により機械式に定着している。定着長




体で柱圧縮軸力が 260kN（軸力比 0.04）、試験体 K2 は立体隅柱梁部分架構試験体で柱圧縮
軸力が 260kN（軸力比 0.04）、試験体 K3 は立体隅柱梁部分架構試験体で柱圧縮軸力が
770kN（軸力比 0.12）である。塩原・東大教授が提案する接合部曲げ破壊には柱梁曲げ耐
力比が大きく影響するとされている。立体試験体 K2 および K3 を比較することで柱圧縮軸
力の違いにより柱梁曲げ耐力比を変化させた時の接合部の挙動を確認する。また立体試験
体の基礎性状把握のため、平面試験体 K1 と立体試験体 K2（柱圧縮軸力が共通）を比較検
討する。図 2-3 に各試験体同士の相関図を示す。 
 
2-1-3：設計方針 
表 2-1 に試験体諸元を示す。前述のように、柱梁曲げ耐力比が 1 に近い場合に柱梁接合
部が曲げ破壊することが塩原の研究により明らかになった。そこで本研究では柱梁曲げ耐
力比の操作のために柱軸力を変動させた。試験体 K1 および K2 は柱梁曲げ耐力比を 1.4 と
計画し、接合部の曲げ破壊が先行する計画とした。試験体 K3 は柱圧縮軸力を 3 倍にするこ





























































































































































































































































最大 75.9kN 74.9kN 75.9kN
最小 65.2kN 64.9kN 65.1kN
最大 71.0kN 70.4kN 88.7kN
最小 60.6kN 60.0kN 82.0kN
最大 1.4 1.4 2.3












































力した後、左回りに 1 周し原点に戻り、第 2 サイクルはそこから東に加力した後、右回り
に 1周し原点に戻る。軸力は荷重制御、水平力は変位制御とした。変位は層間変形角 0.25%




















Gauge Factor=2.12 を使用した。 
 
 









変位計番号 測定箇所 変位計型名 容量 分解能
1 東西層間変位 LK-2500,LK-500 500 0.05
2 東梁たわみ CDP-100 500 0.05
3 東西柱頭たわみ上 CDP-50 50 0.005
4 東西柱頭たわみ下 CDP-50 50 0.005
11 東梁上端変位100 CDP-25 25 0.002
12 東梁上端変位200 CDP-10 10 0.001
13 東梁上端変位400 CDP-10 10 0.001
14 東梁下端変位100 CDP-25 25 0.002
15 東梁下端変位200 CDP-10 10 0.001
16 東梁下端変位400 CDP-10 10 0.001
17 東梁-接合部変位上 CDP-25 25 0.002
18 東梁-接合部変位下 CDP-25 25 0.002
21 東梁上端主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
22 東梁下端主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
31 接合部鉛直変位東 CDP-25 25 0.002
32 接合部鉛直変位西 CDP-25 25 0.002
33 接合部水平変位上 CDP-25 25 0.002
34 接合部水平変位下 CDP-25 25 0.002
35 接合部斜め変位（西上がり） CDP-25 25 0.002
36 接合部斜め変位（東上がり） CDP-25 25 0.002
37 東梁-下柱変位上 CDP-50 50 0.005
38 東梁-下柱変位下 CDP-50 50 0.005
39 上柱-東梁変位北 CDP-50 50 0.005
40 上柱-東梁変位南 CDP-50 50 0.005
41 下柱-東梁鉛直変位 CDP-25 25 0.002
42 東梁-上柱水平変位 CDP-25 25 0.002
45 6自由度検証用斜め変位 CDP-10 10 0.001
15 
 
表 2-2(b) 立体試験体 K2、K3 変位計一覧 
 
 
変位計番号 測定箇所 変位計型名 容量 分解能
1 東西層間変位 LK-2500,LK-500 500 0.05
2 東梁たわみ CDP-100 500 0.05
3 東西柱頭たわみ上 CDP-50 50 0.005
4 東西柱頭たわみ下 CDP-50 50 0.005
5 南北柱脚たわみ CDP-50 50 0.005
6 南北層間変位 LK-2500,LK-500 500 0.05
7 北梁たわみ CDP-100 100 0.01
8 南北柱頭たわみ上 CDP-50 50 0.005
9 南北柱頭たわみ下 CDP-50 50 0.005
10 南北柱脚たわみ CDP-50 50 0.005
11 東梁上端変位100 CDP-25 25 0.002
12 東梁上端変位200 CDP-10 10 0.001
13 東梁上端変位400 CDP-10 10 0.001
14 東梁下端変位100 CDP-25 25 0.002
15 東梁下端変位200 CDP-10 10 0.001
16 東梁下端変位400 CDP-10 10 0.001
17 東梁-接合部変位上 CDP-25 25 0.002
18 東梁-接合部変位下 CDP-25 25 0.002
19 南面接合部斜め変位（西上がり） CDP-25 25 0.002
20 南面接合部斜め変位（東上がり） CDP-25 25 0.002
21 東梁上端主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
22 東梁下端主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
23 北梁上端変位100 CDP-25 25 0.002
24 北梁上端変位200 CDP-10 10 0.001
25 北梁上端変位400 CDP-10 10 0.001
26 北梁下端変位100 CDP-25 25 0.002
27 北梁下端変位200 CDP-10 10 0.001
28 北梁下端変位400 CDP-10 10 0.001
29 北梁-接合部変位上 CDP-25 25 0.002
30 北梁-接合部変位下 CDP-25 25 0.002
31 西面接合部鉛直変位北 CDP-25 25 0.002
32 西面接合部鉛直変位南 CDP-25 25 0.002
33 西面接合部水平変位上 CDP-25 25 0.002
34 西面接合部水平変位下 CDP-25 25 0.002
35 西面接合部斜め変位（北上がり） CDP-25 25 0.002
36 西面接合部斜め変位（南上がり） CDP-25 25 0.002
37 北梁-下柱変位上 CDP-50 50 0.005
38 北梁-下柱変位下 CDP-50 50 0.005
39 上柱-北梁変位北 CDP-50 50 0.005
40 上柱-北梁変位南 CDP-50 50 0.005
41 下柱-東梁鉛直変位 CDP-25 25 0.002
42 北梁-上柱水平変位 CDP-25 25 0.002
43 北梁上端主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001
44 北梁下端主筋定着端すべり CDP-10 10 0.001









 上柱の水平、鉛直力および両梁端のせん断力を測定した。表 2-3 に各ロードセルの一覧を
示す。 
 


















































(a) 加力第１サイクル (b) 加力第２サイクル 







































(b) 接合部西面 1 
 
(c) 接合部西面 2 










































































































b1 b2 b3 b4






















b1 b2 b3 b4



























 表 2-4 にコンクリートの配合の設計条件を示す。 表 2-5 にコンクリート圧縮試験結果、
図 2-10 に同試験の圧縮強度-ひずみ関係を示す。表 2-6 にコンクリートの割裂引張試験結果





機を用い行った。なお割裂引張強度は以下の計算式を用い算定した。図 2-11 および図 2-12
に強度と材齢の関係を示す。図中に各試験体の実験実施期間も合わせて示す。 
 


























































































































































































































材齢 59 日（試験体 K2載荷中） 




材齢 84 日（試験体 K3載荷中） 




材齢 97 日（試験体 K1載荷中） 


































































































































































































































































































































































 曲げひび割れ耐力は「2007年版 建築物の構造関係技術基準解説書」を参照した。 
 
 = 0.56 + 
6
(N ∙ mm) 
ここで、 ：曲げひび割れモーメント ：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) ：鉄筋を考慮した断面係数(mm3) ：軸方向力(N) ：部材せい(mm) 






















































引張側被り厚さ35mm 134.9 94.7 63.1
引張側被り厚さ73mm 148.7 104.4 69.6
引張側被り厚さ35mm 134.0 94.0 62.7
引張側被り厚さ73mm 146.3 102.7 68.4
引張側被り厚さ35mm 134.7 94.5 63.0






























引張側被り厚さ73mm 139.4 97.8 65.2
引張側被り厚さ35mm 162.1 113.8 75.8
引張側被り厚さ73mm 138.7 97.3 64.9
引張側被り厚さ35mm 160.2 112.4 74.9
引張側被り厚さ73mm 139.1 97.6 65.1






















 せん断終局耐力は荒川 minimum 式を用いて計算した。 
 = 0.053.	18 + 
 + 0.12 0.85
 ∙ 
 + 0.1	 ∙ N
 
ここで、 ：せん断終局耐力 ：せん断スパン比（1以下の時は 1とし、3以上の時には 3とする。 
 			なおは、断面の有効せいである。） 
：せん断補強筋の降伏強度N/mm




















K1 262.5 175.0 2717
K2 257.8 171.9 267.6





 接合部せん断耐力は「靱性保証型耐震設計指針・同解説」に従って計算した。  =  ∙  ∙  ∙ 	 ∙  
ここで、 ：接合部せん断耐力 ：接合部の形状による係数 
   = 1.0 十字形接合部 
   = 0.7 ト形および T形接合部 
   = 0.4 L形接合部 ：直交梁の有無による補正係数 
   = 1.0 両側直交梁付き接合部の場合 
   = 0.85 上記以外 ：接合部のせん断強度の基準値  = 0.8 × .N/mm






































































引張側被り厚さ73mm 145.4 60.6 90.9
引張側被り厚さ35mm 170.4 71.0 106.5
引張側被り厚さ73mm 144.0 60.0 90.0
引張側被り厚さ35mm 169.0 70.4 105.6
引張側被り厚さ73mm 196.8 82.0 123.0








 上記の計算値を用い、図 2-16 に層せん断力の二軸相関の設計目標の模式図を示す。接合
部せん断耐力曲面および接合部の曲げ終局耐力曲面は各加力方向の耐力を楕円補完した。
梁曲げ終局耐力曲面は矩形とした。柱圧縮軸力を 260kN（柱梁曲げ耐力比が 1.4）とした試
験体 K2 では接合部の曲げ破壊が先行する設計とした。柱圧縮軸力を 770kN（柱梁曲げ耐力




(a) 試験体 K2 (b) 試験体 K3 












[2-2] 全国官報販売協同組合：2007年版 建築物の構造関係技術基準解説書,2007 
[2-3] 楠原文雄,塩原等：鉄筋コンクリート造ト形柱梁接合部の終局モーメント算定法,日















































(a) R=0.25%サイクル終了時 (b) R=0.5%サイクル終了時 
 
  
(c) R=1%サイクル終了時 (d) R=1.5%サイクル終了時 
 
  
(e) R=2%サイクル終了時 (f) R=3%サイクル終了時 




(a) R=0.25%サイクル終了時 (b)R=0.5%サイクル終了時 
 
  
(c) R=1%サイクル終了時 (d) R=1.5%サイクル終了時 
 
  
(e) R=2%サイクル終了時 (f) R=3%サイクル終了時 




(a) R=0.25%サイクル終了時 (b) R=0.5%サイクル終了時 
 
  
(c) R=1%サイクル終了時 (d) R=1.5%サイクル終了時 
 
  
(c) R=2%サイクル終了時 (d) R=3%加力地点 B 




写真 3-1(a) 試験体 K1 R=0.25%サイクル終了時 
 
 





写真 3-1(c) 試験体 K1 R=1%サイクル終了時 
 
 





写真 3-1(e) 試験体 K1 R=2%サイクル終了時 
 
 





写真 3-2(a) 試験体 K2 R=0.25%サイクル終了時 
 
 





写真 3-2(c) 試験体 K2 R=1%サイクル終了時 
 
 





写真 3-2(e) 試験体 K2 R=2%サイクル終了時 
 
 





写真 3-3(a) 試験体 K3 R=0.25%サイクル終了時 
 
 





写真 3-3(c) 試験体 K3 R=1%サイクル終了時 
 
 





写真 3-3(e) 試験体 K3 R=2%サイクル終了時 
 
 





 図 3-5、3-6 に各鉄筋の降伏状況を示す。鉄筋の降伏は前述の材料特性における降伏ひず
みに達した時点とする。ひずみゲージが鉄筋の裏表に添付している場合は 2 枚のひずみゲ








て層間変形角 1.0%で降伏した。その直交構面においても層間変形角 3%で降伏が見られた。 
試験体 K2： 

















(a) 試験体 K1 
 
 
(b) 試験体 K2  
 
 
(c) 試験体 K3 








































































(a) 試験体 K1 
 
(b) 試験体 K2 
 
(c) 試験体 K3 


























































部で 0.4%だった。立体試験体 K2は層間変形角 1.0%サイクルで各種鉄筋が降伏し最大耐力
となり、層間変形角 2.0%で耐力が大きく低下した。試験体 K3は層間変形角 1.0%で梁主筋
のひずみが 1%に達し、耐力が頭打ちとなった。層間変形角 2.0%で接合部パネルのコンク
リートが著しく圧壊し、耐力が低下した。 






























































図 3-7(b) 試験体 K2 東西方向層せん断力-層間変形角関係 
 
 



































































































































































































































































図 3-10(a) 梁せん断力-梁変形関係 
 
 



































































































































図 3-10(d)  梁せん断力-梁変形関係 
 
 

















































































































図 3-11 層せん断力-柱頭たわみ関係 
 
 























































































































































































 図 3-17から図 3-26に層間変形角 0.5、1.0、2.0%における梁主筋のひずみ分布を示す。
立体試験体では地点 A、Dにおける東梁の引張側主筋のひずみ分布、地点 B、Fにおける北
梁の引張側主筋のひずみ分布を示す。 














   
図 3-16 主筋位置 
EB1 EB2 EB3 EB4













(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 































































































(c) 層間変形角 2.0% 


































(a) 層間変形角 0.5% 
 






























































 東梁上端主筋（地点 A） 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 




























































































 東梁下端主筋（地点 D） 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 
























































































 北梁上端主筋（地点 B） 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 

























































































 北梁下端主筋（地点 F） 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 





























































































 東梁上端主筋（地点 A） 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 



























































































 東梁下端主筋（地点 D） 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 


























































































 北梁上端主筋（地点 B） 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 





























































































 北梁下端主筋（地点 F） 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 






















































































































(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 
















































































































(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 











































































































 加力地点 A 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 














































































































 加力地点 B 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 










































































































 加力地点 D 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 










































































































 加力地点 F 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 











































































































 加力地点 A 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 














































































































 加力地点 B 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 











































































































 加力地点 D 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 










































































































 加力地点 F 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 










































































































 加力地点 H 
 
(a) 層間変形角 0.5% 
 
 
(b) 層間変形角 1.0% 
 
 
(c) 層間変形角 2.0% 
























































































































図 3-38(a) 層間変形角 1%正加力時 図 3-38(b) 層間変形角 1%負加力時 
 
  
































































図 3-39(a) 層間変形角 1%（加力地点 A） 図 3-39(b) 層間変形角 1%（加力地点 B） 
 
  
図 3-39(c) 層間変形角 1%（加力地点 D） 図 3-39(d) 層間変形角 1%（加力地点 F） 
 
 































































































図 3-40(a) 層間変形角 2%（加力地点 A） 図 3-40(b) 層間変形角 2%（加力地点 B） 
 
  
図 3-40(c) 層間変形角 2%（加力地点 D） 図 3-40(d) 層間変形角 2%（加力地点 F） 
 
 











































































図 3-41(a) 層間変形角 1%（加力地点 A） 図 3-41(b) 層間変形角 1%（加力地点 B） 
 
  
図 3-41(c) 層間変形角 1%（加力地点 D） 図 3-41(d) 層間変形角 1%（加力地点 F） 
 
 































































































図 3-42(a) 層間変形角 2%（加力地点 A） 図 3-42(b) 層間変形角 2%（加力地点 B） 
 
  
図 3-42(c) 層間変形角 2%（加力地点 D） 図 3-42(d) 層間変形角 2%（加力地点 F） 
 
 










































































図 3-44から 46に各試験体梁主筋における 2つの区間の付着応力度-層間変形角関係を示































(a) EB1 付着応力度-層間変形角関係 (b) EB3 付着応力度-層間変形角関係 
 
  





















































































































































(a) EB1 付着応力度-層間変形角関係 (b) EB3 付着応力度-層間変形角関係 
 
  
(c) EB5 付着応力度-層間変形角関係 (d) EB7 付着応力度-層間変形角関係 
 
  
(e) NB1 付着応力度-層間変形角関係 (f) NB3 付着応力度-層間変形角関係 
 
  








































































































































































































































































































(a) EB1 付着応力度-層間変形角関係 (b) EB3 付着応力度-層間変形角関係 
 
  
(c) EB5 付着応力度-層間変形角関係 (d) EB7 付着応力度-層間変形角関係 
 
  
(e) NB1 付着応力度-層間変形角関係 (f) NB3 付着応力度-層間変形角関係 
 
  








































































































































































































































































































 最大耐力時までは梁の変形割合が大きく、層間変形角 2.0%の各変形成分が梁で 60%、接
合部で 30%、柱で 10%となった。試験体 K1は計算による梁曲げ終局耐力を実験値がわず
かに下回ったが、これは接合部の変形割合が三割存在したためと考えられる。最大耐力以
降は接合部パネルコンクリートの圧壊、接合部内柱主筋の座屈などが生じ、接合部の変形
割合が最も大きくなり、層間変形角 4.0%で接合部の変形割合が 75%となった。 



















図 3-47 測定変位 
 
 
図 3-48 接合部曲げ変形の層間変位に対する寄与分 
 
 
























































                  (2) 
下柱（A）に対する接合部側柱フェース断面（B）の相対回転角 
 =  −                                      (3) 
梁側柱フェース断面（B’）に対する上柱（C）の相対回転角 
 =
 −                                     (4) 
下柱（A）に対する上柱（C）の相対回転角 
	 =  +                                      (5) 
下柱（A）に対する上柱（C）の相対回転角による柱頭の水平変位 

 = 	 ∙ 	                                      (6) 
接合部変形による梁端の鉛直変位 
 = 
 ∙                    (7) 
下柱（A）に対する上柱（C）の相対水平変位 
 =  −  ∙  −
 + 
2
            (8) 
接合部の変形による柱頭水平変位 
 = 
 +  +  ∙ 	 
              (9) 
梁の変形による梁端鉛直変位 
 =  + 
 −  ∙              (10) 
柱の変形による柱頭水平変位 
() =  + 	                 (11) 
梁の変形による柱頭水平変位 
() =  ∙ 	 







図 3-50 層間変位に対する各部の変形成分 
 
 


















































 以上の損傷状況、耐力、変形などの検討より、軸力比を 0.04とした平面試験体 K1およ








 以下に各試験体の層せん断力-層間変形角関係における第 1 象限（正加力時）を示す。層
間変形角 1.2%サイクルで剛性が低下し、層間変形角 1.5%でほぼ耐力が頭打ちとなった。そ







































図 4-1 層せん断力-層間変形角関係（試験体 K1） 
 
  
(a) 入隅ひび割れ発生時 (b) 梁主筋入隅部ひずみ卓越 















































































































図 4-3 層せん断力-層間変形角関係（試験体 K1） 
 
  
(a) 入隅ひび割れ発生 (b) 主対角ひび割れ発生時 
















































































































図 4-5 層せん断力-層間変形角関係（試験体 K） 
 
  
(a) 入隅ひび割れ発生 (b) 主対角ひび割れ発生時 

















































































































 図 4-8に各試験体の層間変形角 1.0%、1.5%および 2.0%接合部主対角ひび割れ幅を示す。
計測方法は試験体 K1でデジタルマイクロスコープ、立体試験体 K2および K3でクラック
スケールを用いた。主対角ひび割れ幅測定位置は南面接合部で柱中心軸上と 2 本の主対角
ひび割れの交点の 2 カ所とし（図 4-9）、東西方向でそれぞれ最初に生じたひび割れについ
て計測した。東西方向加力ピーク時および東西方向変位 0 時について計測した。立体試験
体の東西方向ピーク時および東西方向変位 0時をそれぞれ正加力時で地点Bおよび地点C、
負加力時で地点 Fおよび地点 Gとする。 




































































































































































































図 4-12(a) 試験体 K2（地点 B） 図 4-12(b) 試験体 K2（地点 D） 
 
  











































































































































図 4-13(a) 試験体 K3（地点 B） 図 4-13(b) 試験体 K3（地点 D） 
 
  





























































































 図 4-14 に立体試験体 K2 および K3 の東西および南北方向の層せん断力の二軸相関を示
す。図は層間変形角 0.5%（接合部主対角ひび割れ発生前）、1.0%（接合部主対角ひび割れ







 試験体 K2 は層間変形角 0.5%では接合部の損傷がほぼなく、耐力線は矩形となった。層
間変形角 1.0%で接合部に損傷が生じ、耐力線が曲線を描いた。またその時の二方向加力ピ
ーク時の耐力が接合部曲げ終局耐力曲線と一致した。 










 図 4-15に加力地点 0からCまでの経路における層間変形角および層せん断力のベクトル
和による骨格曲線を示す。層間変形角 1.0%サイクルでの二方向加力ピーク時（層間変形角
のベクトル和が 1.4%）において層せん断力のベクトル和を両試験体で比較すると、鉄筋量







図 4-14(a) 層せん断力の二軸相関（試験体 K2） 
 
 

























































































































































 (2) 軸力比を 0.04（1 方向加力時の柱梁曲げ耐力比は 1.4）とした平面ト形柱梁部分架構（試
験体 K1）と立体隅柱梁部分架構（試験体 K2）の最大耐力は梁曲げ終局耐力の計算値を 1
方向加力時で 3~6%下回り、柱梁接合部の曲げ破壊が先行した。それに対して軸力比を 3倍




 (3) 平面架構（試験体 K1）の履歴形状は顕著なスリップ型となったが、立体架構（試験体
K2）は平面架構ほどのスリップ性状は見られなかった。柱圧縮軸力を 3 倍にした立体架構
（試験体 K3）は紡錘形の履歴形状となった。これは柱圧縮軸力を 3 倍にすることで、柱梁
接合部のひび割れの拡幅が抑制されたためである。 
(4) 定着板によって機械式定着した梁主筋の柱梁接合部内での付着力は、最大耐力前後（柱











(6) 層間変形角 1.0%時の水平 2 方向の層せん断力が耐力平面上で描く軌跡は、軸力比 0.04
の立体架構（試験体 K2）では柱梁接合部の曲げ破壊により円弧となり、柱圧縮軸力を 3 倍
にした立体架構（試験体 K3）では柱梁接合部の損傷が軽微だったため矩形となった。柱圧
縮軸力を 3 倍にすることによって、2 方向加力時の柱梁接合部の曲げ耐力（水平各方向耐力






(7) 水平 2 方向加力時の隅柱梁接合部の曲げ終局耐力は、楠原・塩原 6)による接合部曲げ
終局耐力計算値を楕円補間することによって妥当に評価できた。 
 
